





























　2013 年， Oxford 大学の Frey & Osborne が， 米国において 10~20 年以内に労働人口の 47％が






　野村総合研究所（2015）は Frey, Osborne との共同研究により日本国内 601 種類の職業につい
てそれぞれ人工知能やロボット等で代替される確率を試算して，日本の労働人口の約 49％が，
技術的には人口知能やロボット等により代替できるようになる可能性が高いと発表した。
　しかし，その翌年，OECD から Arntz & Zierah（2016）が発表され，70％以上の確率で自動
化されるリスクが高い仕事は OECD 諸国全体で 9％，アメリカでも 9％に過ぎないという推計が
示された。Frey & Osborne（2013）との大きな差が生じた主な要因は分析方法にある。Frey & 
Osborne（2013） はある職業の従事者すべてが同じタスクに従事しているという仮定に基づいて
分析を行ったのに対し，Arntz & Zierahn （2016）は，PIAAC（国際成人力調査）の個人レベル
のデータを使って，個々人のタスク構成に着目した分析を行った。
　我が国ではその翌年の 2017 年，各省が相次いで人工知能や IoT，ビッグデータが雇用に及ぼ
す影響について推計を示しており，経済産業省（2017）「新産業構造ビジョン」は 2015 年度から














　岩本・田上（2018）は 2017 年 8～10 月に日本企業 10,075 社に対するアンケート調査を実施し
て，人口知能等の導入が雇用に及ぼす影響を調べた。回収率は 13.62％（1372 社）である。新技
術導入に伴う雇用変化に関する質問に回答があったのは 213 社とかなり限られており，誤差と偏




7.8％，「事業が拡大したが，雇用者数は増やさなかった」が 11.5％，「IoT は導入しておらず IoT
































新に楽観的であるのは，1980 年代の ME 革命を乗り越えた経験によるところが大きいと大内は
述べる。ME 機器普及の時も人間の雇用が奪われるのではないかという懸念が大きかったが，実




　まして，国際的にみれば，日本は IoT や AI の導入がそれほど進んでいるわけではない（三菱















































































要な仕組みの端緒となりうる。IoT や AI の導入が進んでいないといわれる日本においても，銀
行業界は人口知能導入による雇用の減少が急速に進展し，2017 年 10 月 28 日の時点で，三メガ
バンクが単純合計で 3.2 万人に上る業務量を減らす旨が報じられていた（日本経済新聞 2017 年







（ 1 ） 狩猟社会 ，農耕社会 ，工業社会 ，情報社会に続く超スマート社会。具体的には必要なもの・サー
ビスを ，必要な人に ，必要な時に ，必要なだけ提供し ，社会の様々なニーズにきめ細かに対応で
き ，あらゆる人が質の高いサービスを受けられ ，年齢 ，性別 ，地域 ，言語といった様々な違いを






（ 2 ） 雇用数に影響を及ぼす要因は様々なものが考えられるだろう。IoT が雇用数に及ぼす影響を特定す
ることは難しく「わからない」という回答多くなるのは無理もないと思われる。
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